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１ はじめに                   

 

 日頃より、入湯税の特別徴収義務につきましてご理解とご協力賜り、厚く御礼申し上げ

ます。 

 鉱泉浴場の経営者の皆様におかれましては、この手引をご覧いただき、入湯税の徴収方

法や申告納入の手続についてご理解いただくとともに、今後とも入湯税の適正な課税・徴

収にご協力いただきますようお願いいたします。 

 

２ 入湯税の概要（地方税法第 701 条）                

 

入湯税は鉱泉浴場（温泉施設）の入湯客にご負担いただく税金です。 

 入湯税の徴収については、地方税法及び白馬村税条例の規定により鉱泉浴場の経営者の

皆様に入湯客から徴収していただき、毎月白馬村に申告納入していただく「特別徴収の方

法」によることとされています。 

 入湯税は地方税法で使途が定められている目的税です。環境衛生施設、鉱泉源の保護管

理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備並びに観光振興（観光施設の整備

を含む。）に要する費用に充てられます。 
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３ 納税義務者（白馬村税条例第 141 号）                

 

 納税義務者は、村内の鉱泉浴場（温泉施設）において入湯した入湯客です。 

 ・「鉱泉浴場」とは、原則として温泉法に規定する温泉を利用する入浴施設をいい、「温

泉」とは、温泉法において地中から湧出する温水、鉱水及び水蒸気その他のガスで一定

の温度又は物質を有するもの」とされています。 

 ・温泉を外から運んでいる、いわゆる「運び湯」による温泉利用施設も入湯税の課税対

象となります。 

 

４ 課税免除される者（白馬村税条例第 142 条）                

 

 入湯客のうち、次のいずれかに該当する者については、課税が免除されます。 

 

 ① 年齢 12 歳未満の者 

 ② 共同浴場又は一般公衆浴場に入湯する者※ 

 ③ 学校（学校教育法第 1 条に規定する学校（大学を除く））の教育上の見地から行わ

れる行事に参加する者※（海外にある学校は含まれません。） 

 ④ 白馬村で開催される国際競技大会における選手、役員及び報道関係者で、村長が定

める者 

 ※「共同浴場」とは、寮・社宅・療養所等に付設され、日常の利用に供されるもの。 

  「一般公衆浴場」とは。地域住民の日常生活において保健衛生上必要なものとして利

用されるもの。 

 ※学校教育上の観点から生徒の引率を行う教師等の学校関係者や心身の障がい等により 

  介助を要する学生生徒等の介助をする看護師や保護者等をいい、旅行業者の添乗員や 

  カメラマン、スポーツ大会を応援するために参加する保護者等は該当しません。 

 

5 税率（白馬村税条例第 143 号）                     

 

 入湯客 1 名につき 日帰り 1 日  50 円 

宿泊客 1 泊 150 円 

 ※1 日のうち、複数の鉱泉浴場において入湯する場合は、それぞれの鉱泉浴場ごとに課

税されます。 
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6 入湯税の徴収方法（白馬村税条例第 144,145 条）               

 

 入湯税は特別徴収の方法により徴収します。 

 鉱泉浴場の経営者は特別徴収義務者となり、納税義務者（入湯客）から入湯税を徴収す

る義務が課せられます。徴収した入湯税は、白馬村役場に申告納入してください。 

 

7 特別徴収の手続（白馬村税条例第 145 条）            

 

 特別徴収義務者（鉱泉浴場経営者）は、入湯客から入湯税を徴収し、毎月 15 日までに

前月分の入湯客数、税額その他必要な事項を記載した納入申告書を提出してください。 

 休業していた、入湯客がいなかった場合でも必ずその旨の申告書を提出願います。 

  

 毎月の入湯客数と税額を次のとおり納入申告書に記載してください。申告書は 2 枚複写

となっていますので複写側（2 枚目）を白馬村役場税務課に提出し、直筆側（1 枚目）を

控えとして保管してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

特別徴収義務者の住所及び氏名を記

入してください。（旅館名等の記入は

避けてください。） 

下記で算出したひと月の入湯客数と

税額の合計を記入してください。 

毎日の日帰り客数（50 円）と宿泊客

数（150 円）を記入し、税額を算出し

てください。 
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 申告書の提出後は、納付書に下記の箇所に税額を記入し、役場会計室または金融機関で納

付してください。なお、納付書は 3 月分～8 月分を 3 月に、9 月分～翌年 2 月を 9 月にまと

めてお送りします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

8 帳簿の記載（白馬村税条例第 150 条）                  

 

 特別徴収義務者は、入湯客数・課税免除となる入湯客数・入湯税額を帳簿に記帳し、5 年

間保存してください。 

 なお、帳簿につきましては、必要事項が網羅されたものであれば任意の様式で構いません。 

 

9 入湯税の実地調査（地方税法第 701 条の５）              

 

 入湯税の申告が長期間未申告となっている特別徴収義務者に対しては、必要に応じて実

地調査を行っています。 

 調査の際には、関係資料（宿帳など）の提示等をお願いします。 

 

 

 

「納付額」欄に

税額を記入して

ください。 
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10 加算金（白馬村税条例第 148 条）                    

  

過少申告された場合には、過少申告加算金が加算され、期限までに申告されなかった場合に

は不申告加算金が加算されます。加算金が課される割合は、下記のとおりです。 

区分 加算金が課される場合 加算金の割合（1,000円未満切捨） 

過少申告

加算金 

期限までに申告があり、その税額が実際の

税額より少ないため、更正を受けたとき 

（地方税法第 701 条の 12 第 1 項） 

不足税額×10% 

（不足税額のうち、期限までに申

告した税額又は 50 万円のいずれ

か多い金額を超える部分につい

ては、５％を加算） 

不申告 

加算金 

期限後に申告した場合又は期限までに申

告がないため、決定があった場合 

（地方税法第 701 条の 12 第 2 項 1 号） 納入すべき税額×15％ 

（納入すべき税額のうち、50 万

円を超える部分については、5％

を加算（地方税法第 701 条の 12

第 3 項）） 

期限後に申告があり、その税額が実際の税

額より少ないため、更正があった場合 

（地方税法第 701 条の 12 第 2 項第 2 号） 

決定後にその税額が実際の税額より少な

いため 

（地方税法第 701 条の 12 第 2 項第 3 号） 

期限後に申告があった場合で、決定がある

べきことを予知したものでないとき 

（地方税法 701 条の 12 第 4 項） 

納入すべき税額×5％ 

重加算金 

二重帳簿等によって故意に税額を免れよ

うとした場合で、期限内に申告をしている

とき 

（地方税法第 701 条の 13 第 1 項） 

不足税額×35％ 

不申告や納期限後に申告があった場合で、

二重帳簿等によって故意に税額を免れよ

うとしたとき 

（地方税法第 701 条の 13 第 2 項） 

不足税額×40％ 

加算金の

加重措置 

 

 

申告書の期限ご提出又は更正決定があっ

た日の前日から 5 年以内に不申告加算金

および重加算金を徴収されたことがある

場合 

（地方税法 701 条の 12 第 2 項第 4 号） 

上記加算金の割合+10％ 

（期限後に申告があった場合で

決定があるべきことを予知した

ものでないときを除く） 
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11 電子申告・電子納付 

 

・ながの電子申請サービス（申告のみ） 

 平成 31 年度より、「ながの電子申請サービス」を利用した電子申告を行っております。 

 電子サービスを利用される場合は、“入湯税電子申告利用届”をご提出いただきます。 

 その後、役場税務課より、ログイン ID 及びパスワードを付与させていただき、それを

用いて、申告をしていただきます。 

 なお、このサービスは申告のみ受け付けており、納付は従来通り金融機関及び役場会計

室にて行ってください。 

 

・地方税ポータルシステム（eLTAX：エルタックス）（申告と納付） 

 令和 5 年度より、「地方税ポータルシステム（eLTAX：エルタックス）を利用した電子

申告及び電子納付を行っております。 

 eLTAX を利用するために必要となる手続きは下記サイトをご参照ください。 

 ・eLTAX ご利用のながれ https://www.eltax.lta.go.jp/eltax/gaiyou/flow/ 

 電子申告及び電子納税に関する手続きについては下記サイトをご参照ください。 

 ・電子申告手続き拡充に係る特設ページ https://www.eltax.lta.go.jp/news/07816 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

eLTAX ご利用のながれ(スマートフォン用 QR) 特設ページ(スマートフォン用 QR) 

https://www.eltax.lta.go.jp/eltax/gaiyou/flow/
https://www.eltax.lta.go.jp/news/07816
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12 よくある問い合わせ（Q＆A）                

 

Q. 二つの異なる施設において、同日のうちに入湯行為を行った場合、入湯税はどのように

課税されます。 

A. それぞれの施設において、入湯税が課税されます。 

 

Q. 村外から鉱泉を調達している施設に入湯した場合も、白馬村に納税しますか？ 

A. 白馬村に納税してください。入湯税は入湯行為に対して課税されるため、その行為が行

われた鉱泉浴場の所在する市町村に入湯税を納めていただくことになります。 

 

Q. 宿泊したが入湯しなかった場合は納税を拒否できますか？ 

A. 鉱泉を使用している宿泊施設に宿泊する時点で、宿泊客が入湯する可能性は非常に高

く、本人がいかに主張していても実際に入湯していないことを証明するものがない限

り、納税していただきます。 

 

Q. 入湯税を申告しなかったり、納入しなかった場合はどうなりますか。 

A. 地方税法及び白馬村税条例の規定により、特別徴収義務者は、毎月 15 日までに前月分

の入湯客数、税額等その他必要な事項を記載した入湯税申告書を提出するとともに、前月中

に徴収すべき入湯税を納入しなければならないこととされています。 

 期限までに申告しなかったり、過少な申告をした場合には、加算金が課されることがあり、

期限までに納入がない場合は、税金のほかに延滞金を納めていただくことがあります。 

 期限までに申告されず、再三の申告指導にも応じない場合は、実地調査により入湯税を決

定することになります。 

 また、期限までに納入されず、督促されてもなお完納されない場合は、ほかの特別徴収義

務者との公平性の観点から、財産の差押等の滞納処分を行うこととなりますので、適正な申

告と納入をお願いします。 
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13 白馬村税条例（抜粋）                

 

第３章 目的税 

第１節 入湯税 

（入湯税の納税義務者等） 

第 141 条 入湯税は、鉱泉浴場における入湯に対し、入湯客に課する。 

（入湯税の課税免除） 

第 142 条 次に掲げる者に対しては入湯税を課さない。 

(1) 年令 12 歳未満の者 

(2) 共同浴場又は一般公衆浴場に入湯する者 

(3) 学校教育上の見地から行われる行事の場合で入湯する者 

(4) 白馬村で開催される国際競技大会における選手、役員及び報道関係者で、村長が定め

る者 

（入湯税の税率） 

第 143 条 入湯税の税率は、入湯客１人１日について、150 円（日帰りにあっては 50 円）

とする。 

（入湯税の徴収の方法） 

第 144 条 入湯税は、特別徴収の方法によって徴収する。 

（入湯税の特別徴収の手続） 

第 145 条 入湯税の特別徴収義務者は、鉱泉浴場の経営者とする。 

２ 前項の特別徴収義務者は、当該鉱泉浴場における入湯客が納付すべき入湯税を徴収し

なければならない。 

３ 第１項の特別徴収義務者は、毎月 15 日までに、前月１日から同月末日までに徴収すべ

き入湯税に係る課税標準額、税額その他必要な事項を記載した納入申告書を村長に提出し、

及びこの納入金を納入書によって納入しなければならない。 

第 146 条 削除 

第 147 条 削除 

（入湯税に係る不足金額等の納入の手続） 

第 148 条 入湯税の特別徴収義務者は、法第 701 条の 10、第 701 条の 12 又は第 701 条の

13 の規定に基く納入の告知を受けた場合においては、当該不足金額又は過少申告加算金額、

不申告加算金額若しくは重加算金額を、当該通知書に指定する期限までに、納入書によって

納入しなければならない。 

（入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告） 

第 149 条 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日の前日までに、次に掲げる事
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項を村長に申告しなければならない。申告した事項に異動があった場合においては、直ちに

その旨を申告しなければならない。 

(1) 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号（行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人

番号をいう。以下この号において同じ。）又は法人番号（同条第 15 項に規定する法人番号を

いう。以下この号において同じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又

は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称） 

(2) 鉱泉浴場施設の所在地 

(3) 前各号に掲げるものを除くほか、村長において必要と認める事項 

（入湯税の特別徴収義務者に係る帳簿の記載義務等） 

第 150 条 入湯税の特別徴収義務者は、毎日の入湯客数、入湯料金及び入湯税額を帳簿に

記載しなければならない。 

２ 前項の帳簿は、その記載の日から１年間これを保存しなければならない。 

（入湯税の特別徴収義務者に係る帳簿記載の義務違反等に関する罪） 

第 151 条 前条第１項の規定によって、帳簿に記載すべき事項について正当な事由がなく

て記載をせず、若しくは虚偽の記載をした場合又は同条第２項の規定によって保存すべき

帳簿を１年間保存しなかった場合においては、その者に対し、３万円以下の罰金刑を科する。 

２ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人

の業務に関して前項の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほか、その法人

又は人に対し、同項の罰金刑を科する。 

 

14 地方税法（抜粋）                

 

第四節 入湯税 

（昭三二法六〇・追加、昭三八法八〇・昭四三法四・改称） 

（入湯税） 

第七百一条 鉱泉浴場所在の市町村は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設

その他消防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する

費用に充てるため、鉱泉浴場における入湯に対し、入湯客に入湯税を課するものとする。 

（昭三二法六〇・追加、昭四六法一一・昭五二法六・平二法一四・一部改正） 

（入湯税の税率） 

第七百一条の二 入湯税の税率は、入湯客一人一日について、百五十円を標準とするものと

する。 

（昭三二法六〇・追加、昭四六法一一・昭五〇法一八・昭五二法六・一部改正） 

（入湯税の徴収の方法） 
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第七百一条の三 入湯税の徴収については、特別徴収の方法によらなければならない。 

（昭三二法六〇・追加、昭三八法八〇・一部改正） 

（入湯税の特別徴収の手続） 

第七百一条の四 入湯税を特別徴収によつて徴収しようとする場合においては、浴場の経

営者その他徴収の便宜を有する者を当該市町村の条例によつて特別徴収義務者として指定

し、これに徴収させなければならない。 

２ 前項の特別徴収義務者は、当該市町村の条例で定める納期限までにその徴収すべき入

湯税に係る課税標準額、税額その他条例で定める事項を記載した納入申告書を市町村に提

出し、及びその納入金を当該市町村に納入する義務を負う。 

３ 前項の規定によつて納入した納入金のうち入湯税の納税者が特別徴収義務者に支払わ

なかつた税金に相当する部分については、特別徴収義務者は、当該納税者に対して求償権を

有する。 

４ 特別徴収義務者が前項の求償権に基いて訴を提起した場合においては、市町村の徴税

吏員は、職務上の秘密に関する場合を除くほか、証拠の提供その他必要な援助を与えなけれ

ばならない。 

（昭三二法六〇・追加） 

（徴税吏員の入湯税に関する調査に係る質問検査権） 

第七百一条の五 市町村の徴税吏員は、入湯税の賦課徴収に関する調査のために必要があ

る場合においては、次に掲げる者に質問し、又は第一号の者の事業に関する帳簿書類（その

作成又は保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によつては認

識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。）の作成又は保存がされている場合における当該電磁的記録を含む。次

条第一項第一号及び第二号において同じ。）その他の物件を検査し、若しくは当該物件（そ

の写しを含む。）の提示若しくは提出を求めることができる。 

一 特別徴収義務者 

二 納税義務者又は納税義務があると認められる者 

三 前二号に掲げる者以外の者で当該入湯税の賦課徴収に関し直接関係があると認められ

るもの 

２ 前項の場合においては、当該徴税吏員は、その身分を証明する証票を携帯し、関係人の

請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

３ 市町村の徴税吏員は、政令で定めるところにより、第一項の規定により提出を受けた物

件を留め置くことができる。 

４ 入湯税に係る滞納処分に関する調査については、第一項の規定にかかわらず、第七百一

条の十八第六項の定めるところによる。 

５ 第一項又は第三項の規定による市町村の徴税吏員の権限は、犯罪捜査のために認めら

れたものと解釈してはならない。 
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（昭三二法六〇・追加、昭三四法一四九・平一三法一二九・平一六法一五〇・平二三法一一

五・一部改正） 

（入湯税に係る検査拒否等に関する罪） 

第七百一条の六 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下

の罰金に処する。 

一 前条の規定による帳簿書類その他の物件の検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

二 前条第一項の規定による物件の提示又は提出の要求に対し、正当な理由がなくこれに

応ぜず、又は偽りの記載若しくは記録をした帳簿書類その他の物件（その写しを含む。）を

提示し、若しくは提出した者 

三 前条の規定による徴税吏員の質問に対し、答弁をしない者又は虚偽の答弁をした者 

２ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人

の業務又は財産に関して前項の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほか、

その法人又は人に対し、同項の罰金刑を科する。 

（昭三二法六〇・追加、平一三法一二九・平二三法八三・平二三法一一五・一部改正） 

（入湯税の脱税に関する罪） 

第七百一条の七 第七百一条の四第二項の規定によつて徴収して納入すべき入湯税に係る

納入金の全部又は一部を納入しなかつた特別徴収義務者は、五年以下の懲役若しくは百万

円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

２ 前項の納入しなかつた金額が百万円を超える場合においては、情状により、同項の罰金

の額は、同項の規定にかかわらず、百万円を超える額でその納入しなかつた金額に相当する

額以下の額とすることができる。 

３ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人

の業務に関して第一項の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほか、その法

人又は人に対し、同項の罰金刑を科する。 

４ 前項の規定により第一項の違反行為につき法人又は人に罰金刑を科する場合における

時効の期間は、同項の罪についての時効の期間による。 

（昭三二法六〇・追加、昭三八法八〇・平二三法八三・一部改正） 

第七百一条の八 削除 

（昭三八法八〇） 

（入湯税に係る更正及び決定） 

第七百一条の九 市町村長は、第七百一条の四第二項の規定による納入申告書の提出があ

つた場合において、当該納入申告に係る課税標準額又は税額がその調査したところと異な

るときは、これを更正することができる。 

２ 市町村長は、特別徴収義務者が前項の納入申告書を提出しなかつた場合においては、そ

の調査によつて、納入申告すべき課税標準額及び税額を決定することができる。 

３ 市町村長は、前二項の規定によつて更正し、又は決定した課税標準額又は税額について、



 

12 

 

調査によつて、過大であることを発見した場合又は過少であり、かつ、過少であることが特

別徴収義務者の詐偽その他不正の行為によるものであることを発見した場合に限り、これ

を更正することができる。 

４ 市町村長は、前三項の規定によつて更正し、又は決定した場合においては、遅滞なく、

これを特別徴収義務者に通知しなければならない。 

（昭三二法六〇・追加） 

（入湯税に係る不足金額及びその延滞金の徴収） 

第七百一条の十 市町村の徴税吏員は、前条第一項から第三項までの規定による更正又は

決定があつた場合において、不足金額（更正による納入金の不足額又は決定による納入金額

をいう。以下入湯税について同じ。）があるときは、同条第四項の通知をした日から一月を

経過した日を納期限として、これを徴収しなければならない。 

２ 前項の場合においては、その不足金額に第七百一条の四第二項の納期限（納期限の延長

があつたときは、その延長された納期限とする。以下入湯税について同じ。）の翌日から納

入の日までの期間の日数に応じ、年十四・六パーセント（前項の納期限までの期間又は当該

納期限の翌日から一月を経過する日までの期間については、年七・三パーセント）の割合を

乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して徴収しなければならない。 

３ 市町村長は、特別徴収義務者が前条第一項又は第二項の規定による更正又は決定を受

けたことについてやむを得ない理由があると認める場合においては、前項の延滞金額を減

免することができる。 

（昭三二法六〇・追加、昭三八法八〇・昭四二法二五・昭四五法一三・一部改正） 

（納期限後に申告納入する入湯税に係る納入金の延滞金） 

第七百一条の十一 入湯税の特別徴収義務者は、第七百一条の四第二項の納期限後にその

納入金を納入する場合においては、当該納入金額に、同項の納期限の翌日から納入の日まで

の期間の日数に応じ、年十四・六パーセント（当該納期限の翌日から一月を経過する日まで

の期間については、年七・三パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額

を加算して納入しなければならない。 

２ 市町村長は、特別徴収義務者が第七百一条の四第二項の納期限までに納入金を納入し

なかつたことについてやむを得ない理由があると認める場合においては、前項の延滞金額

を減免することができる。 

（昭三二法六〇・追加、昭三八法八〇・昭四二法二五・昭四五法一三・一部改正） 

（入湯税に係る納入金の過少申告加算金及び不申告加算金） 

第七百一条の十二 納入申告書の提出期限までにその提出があつた場合（納入申告書の提

出期限後にその提出があつた場合において、次項ただし書又は第七項の規定の適用がある

ときを含む。以下この項において同じ。）において、第七百一条の九第一項又は第三項の規

定による更正があつたときは、市町村長は、当該更正前の納入申告に係る課税標準額又は税

額に誤りがあつたことについて正当な理由がないと認める場合には、当該更正による不足
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金額（以下この項において「対象不足金額」という。）に百分の十の割合を乗じて計算した

金額（当該対象不足金額（当該更正前にその更正に係る入湯税について更正があつた場合に

は、その更正による不足金額の合計額（当該更正前の納入申告に係る課税標準額又は税額に

誤りがあつたことについて正当な理由があると認められたときは、その更正による不足金

額を控除した金額とし、当該入湯税について当該納入すべき金額を減少させる更正又は更

正に係る審査請求若しくは訴えについての裁決若しくは判決による原処分の異動があつた

ときは、これらにより減少した部分の金額に相当する金額を控除した金額とする。）を加算

した金額とする。）が納入申告書の提出期限までにその提出があつた場合における当該納入

申告書に係る税額に相当する金額と五十万円とのいずれか多い金額を超えるときは、その

超える部分に相当する金額（当該対象不足金額が当該超える部分に相当する金額に満たな

いときは、当該対象不足金額）に百分の五の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。）に相当する過少申告加算金額を徴収しなければならない。 

２ 次の各号のいずれかに該当する場合には、市町村長は、当該各号に規定する納入申告、

決定又は更正により納入すべき税額に百分の十五の割合を乗じて計算した金額に相当する

不申告加算金額を徴収しなければならない。ただし、納入申告書の提出期限までにその提出

がなかつたことについて正当な理由があると認められる場合は、この限りでない。 

一 納入申告書の提出期限後にその提出があつた場合又は第七百一条の九第二項の規定に

よる決定があつた場合 

二 納入申告書の提出期限後にその提出があつた後において第七百一条の九第一項又は第

三項の規定による更正があつた場合 

三 第七百一条の九第二項の規定による決定があつた後において同条第三項の規定による

更正があつた場合 

３ 前項の規定に該当する場合（同項ただし書又は第七項の規定の適用がある場合を除く。）

において、前項に規定する納入すべき税額（同項第二号又は第三号に該当する場合には、こ

れらの規定に規定する更正前にされた当該入湯税に係る納入申告書の提出期限後の納入申

告又は第七百一条の九第一項から第三項までの規定による更正若しくは決定により納入す

べき税額の合計額（当該納入すべき税額を減少させる更正又は更正に係る審査請求若しく

は訴えについての裁決若しくは判決による原処分の異動があつたときは、これらにより減

少した部分の税額に相当する金額を控除した金額とする。）を加算した金額）が五十万円を

超えるときは、前項に規定する不申告加算金額は、同項の規定にかかわらず、同項の規定に

より計算した金額に、その超える部分に相当する金額（同項に規定する納入すべき税額が当

該超える部分に相当する金額に満たないときは、当該納入すべき税額）に百分の五の割合を

乗じて計算した金額を加算した金額とする。 

４ 第二項の規定に該当する場合（同項ただし書若しくは第七項の規定の適用がある場合

又は納入申告書の提出期限後にその提出があつた場合においてその提出が当該納入申告書

に係る入湯税について市町村長の調査による決定があるべきことを予知してされたもので
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ないときを除く。）において、納入申告書の提出期限後のその提出又は第七百一条の九第一

項から第三項までの規定による更正若しくは決定があつた日の前日から起算して五年前の

日までの間に、入湯税について、不申告加算金（納入申告書の提出期限後にその提出があつ

た場合において、その提出が当該納入申告書に係る入湯税について市町村長の調査による

決定があるべきことを予知してされたものでないときに徴収されたものを除く。）又は重加

算金（次条第三項において「不申告加算金等」という。）を徴収されたことがあるときは、

第二項に規定する不申告加算金額は、前二項の規定にかかわらず、これらの規定により計算

した金額に、第二項に規定する納入すべき税額に百分の十の割合を乗じて計算した金額を

加算した金額とする。 

５ 納入申告書の提出期限後にその提出があつた場合において、その提出が当該納入申告

書に係る入湯税について市町村長の調査による決定があるべきことを予知してされたもの

でないときは、当該納入申告書に係る税額に係る第二項に規定する不申告加算金額は、同項

の規定にかかわらず、当該税額に百分の五の割合を乗じて計算した金額に相当する額とす

る。 

６ 市町村長は、第一項の規定により徴収すべき過少申告加算金額又は第二項の規定によ

り徴収すべき不申告加算金額を決定した場合には、遅滞なく、これを特別徴収義務者に通知

しなければならない。 

７ 第二項の規定は、第五項の規定に該当する納入申告書の提出があつた場合において、そ

の提出が、納入申告書の提出期限までに提出する意思があつたと認められる場合として政

令で定める場合に該当して行われたものであり、かつ、納入申告書の提出期限から一月を経

過する日までに行われたものであるときは、適用しない。 

（昭三二法六〇・追加、昭三八法八〇・昭四三法四・昭五九法七・昭六二法九四・平一八法

七・平二六法六九・平二七法二・平二八法一三・一部改正） 

（入湯税に係る納入金の重加算金） 

第七百一条の十三 前条第一項の規定に該当する場合において、特別徴収義務者が課税標

準額の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、かつ、その隠蔽し、

又は仮装した事実に基づいて納入申告書を提出したときは、市町村長は、政令で定めるとこ

ろにより、同項に規定する過少申告加算金額に代えて、その計算の基礎となるべき更正によ

る不足金額に百分の三十五の割合を乗じて計算した金額に相当する重加算金額を徴収しな

ければならない。 

２ 前条第二項の規定に該当する場合（同項ただし書の規定の適用がある場合を除く。）に

おいて、特別徴収義務者が課税標準額の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠蔽

し、又は仮装し、かつ、その隠蔽し、又は仮装した事実に基づいて納入申告書の提出期限ま

でにこれを提出せず、又は納入申告書の提出期限後にその提出をしたときは、市町村長は、

同項に規定する不申告加算金額に代えて、その計算の基礎となるべき税額に百分の四十の

割合を乗じて計算した金額に相当する重加算金額を徴収しなければならない。 
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３ 前二項の規定に該当する場合において、これらの規定に規定する課税標準額の計算の

基礎となるべき事実で隠蔽し、又は仮装されたものに基づき納入申告書の提出期限後のそ

の提出又は第七百一条の九第一項から第三項までの規定による更正若しくは決定があつた

日の前日から起算して五年前の日までの間に、入湯税について、不申告加算金等を徴収され

たことがあるときは、前二項に規定する重加算金額は、これらの規定にかかわらず、これら

の規定により計算した金額に、第一項の規定に該当するときは同項に規定する計算の基礎

となるべき更正による不足金額に、前項の規定に該当するときは同項に規定する計算の基

礎となるべき税額に、それぞれ百分の十の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。 

４ 市町村長は、前二項の規定に該当する場合において、納入申告書の提出について前条第

五項に規定する理由があるときは、当該納入申告に係る税額を基礎として計算した重加算

金額を徴収しない。 

５ 市町村長は、第一項又は第二項の規定により徴収すべき重加算金額を決定した場合に

は、遅滞なく、これを特別徴収義務者に通知しなければならない。 

（昭三二法六〇・追加、昭三八法八〇・昭五九法七・昭六二法九四・平一八法七・平二八法

一三・一部改正） 

第七百一条の十四 削除 

（昭三七法一六一） 

第七百一条の十五 削除 

（昭三八法八〇） 

（入湯税に係る督促） 

第七百一条の十六 特別徴収義務者が納期限（更正又は決定があつた場合においては、不足

金額の納期限をいう。以下入湯税について同じ。）までに入湯税に係る地方団体の徴収金を

完納しない場合においては、市町村の徴税吏員は、納期限後二十日以内に、督促状を発しな

ければならない。ただし、繰上徴収をする場合においては、この限りでない。 

２ 特別の事情がある市町村においては、当該市町村の条例で前項に規定する期間と異な

る期間を定めることができる。 

（昭三二法六〇・追加、昭三四法一四九・一部改正） 

（入湯税に係る督促手数料） 

第七百一条の十七 市町村の徴税吏員は、督促状を発した場合においては、当該市町村の条

例の定めるところによつて、手数料を徴収することができる。 

（昭三二法六〇・追加、昭三八法八〇・一部改正） 

（入湯税に係る滞納処分） 

第七百一条の十八 入湯税に係る滞納者が次の各号の一に該当するときは、市町村の徴税

吏員は、当該入湯税に係る地方団体の徴収金につき、滞納者の財産を差し押えなければなら

ない。 
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一 滞納者が督促を受け、その督促状を発した日から起算して十日を経過した日までにそ

の督促に係る入湯税に係る地方団体の徴収金を完納しないとき。 

二 滞納者が繰上徴収に係る告知により指定された納期限までに入湯税に係る地方団体の

徴収金を完納しないとき。 

２ 第二次納税義務者又は保証人について前項の規定を適用する場合には、同項第一号中

「督促状」とあるのは、「納入の催告書」とする。 

３ 入湯税に係る地方団体の徴収金の納期限後第一項第一号に規定する十日を経過した日

までに、督促を受けた滞納者につき第十三条の二第一項各号の一に該当する事実が生じた

ときは、市町村の徴税吏員は、直にその財産を差し押えることができる。 

４ 滞納者の財産につき強制換価手続が行われた場合には、市町村の徴税吏員は、執行機関

（破産法第百十四条第一号に掲げる請求権に係る入湯税に係る地方団体の徴収金の交付要

求を行う場合には、その交付要求に係る破産事件を取り扱う裁判所）に対し、滞納に係る入

湯税に係る地方団体の徴収金につき、交付要求をしなければならない。 

５ 市町村の徴税吏員は、第一項から第三項までの規定により差押をすることができる場

合において、滞納者の財産で国税徴収法第八十六条第一項各号に掲げるものにつき、すでに

他の地方団体の徴収金若しくは国税の滞納処分又はこれらの滞納処分の例による処分によ

る差押がされているときは、当該財産についての交付要求は、参加差押によりすることがで

きる。 

６ 前各項に定めるものその他入湯税に係る地方団体の徴収金の滞納処分については、国

税徴収法に規定する滞納処分の例による。 

７ 前各項の規定による処分は、当該市町村の区域外においても行うことができる。 

（昭三二法六〇・追加、昭三四法一四九・昭三七法一六一・平一六法七六・一部改正） 

（入湯税に係る滞納処分に関する罪） 

第七百一条の十九 入湯税の特別徴収義務者が滞納処分の執行を免れる目的でその財産を

隠蔽し、損壊し、市町村の不利益に処分し、又はその財産に係る負担を偽つて増加する行為

をしたときは、その者は、三年以下の懲役若しくは二百五十万円以下の罰金に処し、又はこ

れを併科する。 

２ 特別徴収義務者の財産を占有する第三者が特別徴収義務者に滞納処分の執行を免かれ

させる目的で前項の行為をしたときも、また同項と同様とする。 

３ 情を知つて前二項の行為につき特別徴収義務者又はその財産を占有する第三者の相手

方となつた者は、二年以下の懲役若しくは百五十万円以下の罰金に処し、又はこれを併科す

る。 

４ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人

の業務又は財産に関して前三項の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほ

か、その法人又は人に対し、当該各項の罰金刑を科する。 

（昭三二法六〇・追加、昭三四法一四九・平二三法八三・一部改正） 
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（国税徴収法の例による入湯税に係る滞納処分に関する検査拒否等の罪） 

第七百一条の二十 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以

下の罰金に処する。 

一 第七百一条の十八第六項の場合において、国税徴収法第百四十一条の規定の例によつ

て行う市町村の徴税吏員の質問に対して答弁をせず、又は偽りの陳述をした者 

二 第七百一条の十八第六項の場合において、国税徴収法第百四十一条の規定の例によつ

て行う市町村の徴税吏員の同条に規定する帳簿書類の検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又はその帳簿書類で偽りの記載若しくは記録をしたものを提示した者 

２ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人

の業務又は財産に関して前項の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほか、

その法人又は人に対し、同項の罰金刑を科する。 

（昭三二法六〇・追加、昭三四法一四九・平一三法一二九・平二三法八三・一部改正） 

（国税徴収法の例による入湯税に係る滞納処分に関する虚偽の陳述の罪） 

第七百一条の二十一 第七百一条の十八第六項の場合において、国税徴収法第九十九条の

二（同法第百九条第四項において準用する場合を含む。）の規定の例により市町村長に対し

て陳述すべき事項について虚偽の陳述をした者は、六月以下の懲役又は五十万円以下の罰

金に処する。 

（令二法五・全改） 

第七百一条の二十二から第七百一条の二十九まで 削除 

（令二法五） 


